
アンケート調査結果の概要

⑦介護従事者調査（経営者・管理者）

⑧介護従事者調査（従事者）

⑨介護従事者調査（介護支援専門員）

⑩町会・自治会等調査

⑫特別養護老人ホーム入所待機者調査

本概要の対象調査 

参考資料
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（１） 調査の概要 

 

１ 介護従事者調査 
 

  
⑦介護従事者調査 

（経営者・管理者） 

⑧介護従事者調査 

（従事者） 

⑨介護従事者調査 

（介護支援専門員） 

対象 介護事業所の経営者・管理者 介護従事者 介護支援専門員 

母集団 484人 ― 632人 

標本数 484人 ― 632人 

抽出方法 事前調査により把握できた対象者への悉皆調査 

調査期間 

令和２年４月１日から 

令和 2年４月 23日 

（緊急事態宣言発令の影響により 

回収については 7/13まで有効。 

督促状 1回送付） 

令和２年 6月 23日から 

令和 2年 7月 13日 

令和２年４月１日から 

令和 2年４月 23日 

（緊急事態宣言発令の影響により 

回収については 7/13まで有効。） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

配布数 484通 10,249通 632通 

回収数 327通 2,693通 454通 

有効回収数 327通 2,693通 454通 

有効回収率 67.6% 
26.3% 

（送付数を母数とする）
71.8% 

 

２ 町会・自治会等調査、特別養護老人ホーム入所待機者調査 
 

  ⑩町会・自治会等調査 
⑫特別養護老人ホーム 

入所待機者調査 

対象 
町会長、自治会長、マンション管理組

合長等 
特別養護老人ホーム入所待機者 

母集団 983人 965人 

標本数 983人 965人 

抽出方法 悉皆調査 

調査期間 令和２年 6月 23日から令和 2年 7月 13日 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

配布数 983通 965通 

回収数 433通 362通 

有効回収数 433通 404通 

有効回収率 44.1% 41.9% 

 

３ 調査結果の表示方法 
 

○ 集計は、小数点以下第２位を四捨五入しています。したがって、数値の合計が 100.0％にならない場合

があります。 

○ 回答の比率（％）は、その質問の回答者数（n 値）を基数として算出しています。したがって、複数回

答の設問はすべての比率を合計すると 100.0％を超える場合があります。 

○ 本文や図表中の選択肢表記は、語句を短縮・簡略化している場合があります。 
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（２） アンケート調査結果の概要 

 

Ⅰ. 介護従事者調査 

 

１ 介護従事者の状況について 
 

① 介護従事者の雇用形態・性別 

  

介護従事者のうち「正規職員」は 49.8％、「非正規職員」が 50.2％となっており、平成 28 年度調査時

と同様に正規・非正規はほぼ同率となっています。また、性別ごとに見ると「男性」について正規職員は 37.4％、

非正規職員では 17.9％となるなど、平成 28年度調査時と比較すると男性の割合が正規・非正規ともに増え

ています。 

● 雇用形態 

 

 

● 正規職員 性別 前回調査比較          ● 非正規職員 性別 前回調査比較 

 

 

② 介護従事者の年齢 

  

介護従事者のうち正規職員は 30歳代から 50歳代が多くなっており、また平成 28 年度調査時と比較す

ると60歳代から70歳代の割合が増えています。非正規職員では40歳代から 70歳代が多くなっており、

また平成 28年度調査時と比較すると特に 70歳代の割合が増えています。 

 

● 正規職員 年齢 前回調査比較          ● 非正規職員 性別 前回調査比較 

  

47.7%

49.8%

51.6%

50.2%

0.7%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

R02

正規職員 非正規職員 無回答

34.5%

37.4%

65.1%

62.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28

R02

男性 女性 無回答

17.2%

12.5%

26.9%

24.0%

29.2%

29.5%

20.6%

24.0%

5.9%

8.3%

0.2%

1.7%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28

R02

29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 無回答

8.9%

17.9%

90.1%

82.1%

1.0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28

R02

男性 女性 無回答

経営者・管理者調査より 

経営者・管理者調査より 経営者・管理者調査より 

4.2%

4.3%

13.4%

11.9%

25.6%

21.1%

19.0%

20.5%

28.0%

26.3%

9.3%

16.6%

0.5%

0.0%

0% 50% 100%

H28

R02

29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 無回答

経営者・管理者調査より 経営者・管理者調査より 
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③ 介護従事者の年収 

  

介護従事者のうち正規職員については、平成 28年度調査時では「250万円以上 300万円未満」の層が

最も多かったのが、今回調査では「300万円以上 350万円未満」の層が最も多くなり、300万円以上 500

万円未満の層が大幅に増え、年収について増額傾向となっています。 

 

● 正規職員 年収 前回調査比較 

 

 

介護従事者のうち非正規職員については「103 万円未満」の層が最も多く約４割となっています。また、

平成 28年度調査時と比較すると「103万円未満」の層が減る一方、「130万円以上 200 万以下」の層が

増え、非正規職員についても年収について若干の増額傾向となっています。 

 

● 非規職員 年収 前回調査比較 

 

 

④ 介護従事者の多様化 

  

介護事業所・施設において派遣職員を「活用している」と回答した割合は 26.0％、また外国籍の職員が

「いる」と回答した割合は約２割となっています。 

 

● 派遣職員を活用していますか。          ● 外国籍の職員がいますか。  

 

 

1.0%

0.8%

2.1%

1.5%

6.9%

3.9%

16.5%

14.5%

21.3%

18.3%

19.8%

23.2%

12.8%

16.5%

11.4%

15.9%

3.4%

2.9%

1.3%

0.7%

3.5%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

R02

103万円未満 103万円以上130万円未満 130万円以上200万円未満 200万円以上250万円未満

250万円以上300万円未満 300万円以上350万円未満 350万円以上400万円未満 400万円以上500万円未満

500万円以上600万円未満 600万円以上 無回答

42.0%

38.4%

20.2%

20.8%

18.4%

19.1%

10.4%

11.5%

4.0%

4.3%

1.9%

2.5%

0.9%

1.0%

0.6%

1.0%

1.6%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28

R02

103万円未満 103万円以上130万円未満 130万円以上200万円未満 200万円以上250万円未満

250万円以上300万円未満 300万円以上350万円未満 350万円以上400万円未満 400万円以上500万円未満

500万円以上600万円未満 600万円以上 無回答
（単一回答）

活用している

26.0%

活用していない

70.9%

無回答

3.1%

従事者調査より 

従事者調査より 

いる

19.9%

いない

78.0%

無回答

2.1%

（R02：n=1,298） 

（n=327） 

（単一回答） （単一回答） 

（n=327） 

経営者・管理者調査より 経営者・管理者調査より 

（単一回答） 

（R02：n=1,332） 
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補助的な介護を行う「介護助手」について「有効だと思う」と回答した介護事業所経営者・管理者は 61.8％、

また、介護助手を「すでに採用している」と回答した割合は 21.4％、「採用したい」と回答した割合は 29.4％

と 5割の事業所において介護助手の採用意向があります。 

 

● 介護助手について有効だと思いますか。      ● 介護助手を採用したいと思いますか。  

 

 

⑤ 介護従事者の確保・定着 

  

介護サービスの仕事に携わってからの経験年数について「10年以上 20年未満」の割合が最も多く、10

年以上の経験年数者は約４割となっています。一方、現在働いている事業所・施設における在籍年数につい

ては、「5年以上１0年未満」の割合が最も多く、ついで「1年以上 3年未満」の割合が多くなっています。

現在働いている事業所・施設における在籍年数について約 1/3が 3年未満となっています。 

 

 

介護の仕事を選んだ主な理由について、正規職員では「福祉の仕事に興味、関心があったため」が最も高

く、非正規職員では正規職員と比較すると「自分や家族の都合の良い時間（日）に働けるため」、「資格、技

能を生かすため」が高くなっています。 

 

有効だと思う

61.8%

有効だとは

思わない

35.2%

無効回答

3.1%

2.6%

10.4%

8.2%

23.5%

9.9%

17.5%

27.4%

26.7%

33.3%

16.4%

7.5%

1.2%

11.0%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護サービスの

通算経験年数

現在働いている

事業所の在籍年数

1年未満 1年以上～3年未満 3年以上～5年未満 5年以上～10年未満 10年以上～20年未満 20年以上 無回答

44.8%

37.1%

36.8%

25.4%

8.6%

7.8%

6.2%

5.5%

2.6%

35.9%

36.0%

36.3%

29.2%

5.3%

9.4%

26.2%

5.0%

3.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

福祉の仕事に興味、関心があったため

やりがいを感じられる職業だと思ったため

この仕事はこれからの時代にますます必要になると考え
たため

資格、技能を生かすため

他の職業に求人がなかった、または採用されなかったた
め

その他

自分や家族の都合の良い時間（日）に働けるため

特に理由はない

無回答

正規職員（n=1,298）

非正規職員（n=1,332）

すでに採用

している

21.4%

採用したい

29.4%

採用したい

とは思わな

い

46.5%

無回答

2.8%
（n=327） （n=327） 

（単一回答） （単一回答） 

経営者・管理者調査より 経営者・管理者調査より 

従事者調査より 
（n=2,693） 

（３つまで複数回答） 

従事者調査より 
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また、現在働いている施設及び事業所等に就職した主な理由について、正規職員・非正規職員ともに「通

勤の便がよかったため」が最も高く、正規職員では「自分がやりたいサービスだったから」が次いで高くな

り、非正規職員では「自分や家族の都合の良い時間（日）に働けるため」が高くなっています。 

 

 

介護業界内で転職した主な理由として、「職場の人間関係に問題があったため」が、正規職員・非正規職員

の割合が同様である一方、非正規職員と比較して正規職員では「能力や実績に比べて、収入が少なかったた

め」「法人や施設事業所の理念や運営の在り方に不満があったため」の割合が高くなっています。 

 

 

50.3%

24.1%

14.8%

13.9%

13.3%

12.3%

10.5%

8.8%

8.2%

7.6%

6.3%

5.2%

3.2%

2.6%

55.7%

20.9%

15.2%

15.2%

11.0%

8.6%

45.5%

4.4%

4.2%

5.3%

4.4%

3.2%

2.5%

3.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

通勤の便がよかったため

自分がやりたいサービスだったから

人間関係が良さそうな雰囲気だったから

既に働いている人から勧められたため

給与（賃金）がよかったため

その他

自分や家族の都合の良い時間（日）に働けるため

法人や事業所の理念に共感したため

特に理由はない

休暇取得しやすい環境だったから

他に選ぶ施設・事業所がなかったから

人材育成・研修制度が充実していたから

ボランティアや実習で行った時に、雰囲気が良かったから

無回答

正規職員（n=1,298）

非正規職員（n=1,332）

（３つまで複数回答）

35.9%

35.8%

33.6%

23.2%

21.4%

16.8%

14.7%

14.3%

12.7%

11.0%

6.5%

4.1%

3.7%

3.3%

27.0%

35.1%

20.4%

10.9%

10.5%

16.2%

14.7%

19.8%

12.5%

3.8%

7.1%

8.2%

2.2%

5.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

法人や施設事業所の理念や運営の在り方に不満が
あったため

職場の人間関係に問題があったため

能力や実績に比べて、収入が少なかったため

長時間労働が常態化していたため

有給休暇や特別休暇等が取得しづらかったため

その他

通勤の便が悪かったため

結婚や出産、転居、病気のため

勤務ローテーションやシフト体制等が不規則だった
ため

役職配置や給与体系等のキャリアアップの仕組みが
なかったため

人員整理、勧奨退職または法人解散等のため

家族の看護、介護のため

育児・介護の休暇等の福利厚生や資格取得支援等の
体制が充実していなかったため

無回答

正規職員（n=754）

非正規職員（n=686）

（３つまで複数回答）

従事者調査より 

従事者調査より 
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介護事業所・施設における離職防止や就業定着のための方策で、特に効果が高いと思うものについて介護

事業所経営者では「面談等でコミュニケーションを図り、職場内の人間関係を良好にすること」が最も高く

なる一方、従事者では「能力や実績に応じた役職や給与体系（キャリアアップの仕組み）を構築すること」

が最も高く、次いで「超過勤務手当等の諸手当の支給を充実させること」となっています。 

 

 

⑥ 介護従事者の評価と育成 

  

介護事業所・施設において人事評価や役職・給与の決定は、何に基づいて行われているかについて、従事

者と比較すると経営者のほうがすべての評価基準について用いている割合が高くなっています。また、経営

者においては「介護技術・マネジメント等の能力や実績」に基づいて行っている割合が最も高くなる一方、

従事者ではその割合は低く、「資格の取得状況、研修の受講状況」の割合が最も高くなっています。 

 

 

63.0%

37.6%

30.0%

25.4%

20.2%

19.6%

18.7%

12.8%

10.1%

7.0%

5.5%

3.7%

2.8%

1.5%

25.8%

60.9%

16.9%

15.7%

44.5%

16.6%

11.0%

9.8%

15.9%

11.0%

8.2%

7.2%

5.1%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

面談等でコミュニケーションを図り、職場内の人間関係を良好にすること

能力や実績に応じた役職や給与体系（キャリアアップの仕組み）を構築する
こと

人材育成のための研修・資格取得制度を構築すること

育児・介護の休暇等の福利厚生や資格取得支援等の体制を充実させること

超過勤務手当等の諸手当の支給を充実させること

規則的な勤務ローテーションやシフト体制等を確立すること

研修や相談体制の確立により、メンタルヘルスケアを充実させること

苦情等のトラブル対応への組織的サポート体制を整備すること

ＩＣＴ（電子データによるコンピュータ処理等情報通信技術）等の導入によ
る書類作成の軽減等、事務作業の効率化、省略化を図ること

職場内のハラスメント（セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメン
ト、モラル・ハラスメント）対策研修等の対応体制

カスタマー・ハラスメント（利用者や家族等からの身体的暴力や精神的暴
力、セクシュアル・ハラスメント）の対策研修等の対応体制

その他

どの方策も効果が上がらないと思う

無回答

経営者（n=327）

従事者（n=2,693）

（３つまで複数回答）

61.2%

50.5%

41.0%

32.4%

19.3%

8.0%

7.3%

3.1%

27.6%

34.5%

29.6%

17.8%

10.3%

3.9%

6.9%

3.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

介護技術・マネジメント等の能力や実績

資格の取得状況、研修の受講状況

介護職としての経験年数

自らの組織での経験年数

従業員自身による自己評価

その他

年齢

無回答

経営者（n=327）

従事者（n=2,693）
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また、人材育成の取組みについて、従事者と比較すると経営者のほうがすべての取り組みについて割合が

高くなっています。 

 

 

⑦ 介護従事者へのハラスメント 

  

これまでに利用者や家族から暴力やハラスメントを受けたことはあるかについて、正規職員は半数以上、

非正規職員では約４割が「受けたことがある」と回答しています。 

 

 

 また、事業所・施設として職員に対する利用者又は家族等からのハラスメント行為を把握しているかにつ

いて、「発生を把握している」事業所・施設の割合は 44.6％となっています。 

   

45.6%

43.7%

41.0%

38.8%

34.9%

33.9%

4.0%

2.8%

22.8%

17.2%

15.7%

16.6%

14.9%

17.7%

5.0%

2.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

外部研修受講や資格取得に要する費用の助成

評価項目に基づく人事評価の実施

ＯＪＴ（職場での仕事の経験を通じた職業訓練）の仕組みの構築

外部研修や資格取得のための講義等を受講できる人員体制の整備

人事評価や研修についての従業者の意見の聴取

職員の育成計画の作成

無回答

その他

経営者（n=327）

従事者（n=2,693）

51.8%

39.6%

45.1%

57.0%

3.1%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員（n=1,298）

非正規職員（n=1,332）

受けたことがある 受けたことがない 無回答 （単一回答）

44.6% 52.3% 2.8%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

発生を把握している 発生していない 発生の有無を把握していない 無回答

従事者調査より 

経営者・管理者調査より 

（単一回答） 
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⑧ 自立支援・重度化防止の取り組み 

 

 介護事業所・施設として、自力でできることは自分で行うよう促し、必要時に介助を行うなど、自立支

援・重度化防止を意識したケアを行うよう職員に意識させているかについて、「いつも意識させている」割

合は 58.1％となっています。一方、介護従事者において、利用者に対して自力でできることは自分で行う

よう促し、必要時に介助を行うなど、自立支援・重度化防止を意識したケアを行うことを意識していますか

について、「いつも意識している」割合は 45.2％となっています。 

   

 

  

また、自立支援・重度化防止について、身体状態の維持・改善の状況を評価し、事業者へのインセンティ

ブ（成果報酬）を付与することに関して、「賛成」については介護事業所経営者、従事者ともに 27％とな

っており、「どちらかといえば賛成」を含めると介護事業所経営者、従事者ともに約５割が賛成の意向を示

しています。 

 

 

⑧ 医療と介護の連携 

 

医療と介護の連携について、介護事業所経営者、従事者ともに「連携が必要と感じるが、連携が図りづら

い」割合が最も高く、経営者と比較して従事者の「現在、十分に連携が図られているので、このままでよ

い」割合が低くなっています。 

 

いつも意識

させている

58.1%

ある程度意

識させてい

る

39.4%

あまり

意識さ

せてい

ない

1.2%

全く意識

させてい

ない

0.3%

無回答

0.9%

（単一回答）

27.8%

27.6%

24.2%

20.9%

29.7%

16.5%

7.0%

2.2%

2.4%

1.7%

4.9%

20.6%

2.1%

1.6%

1.8%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営者（n=327）

従事者（n=2,693）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらともいえない どちらかといえば反対 反対 わからない その他 無回答

（単一回答）

30.9%

19.1%

4.6%

6.1%

36.1%

27.4%

16.8%

22.2%

0.6%

0.3%

6.1%

6.1%

0.9%

1.1%

1.2%

9.2%

2.8%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営者（n=327）

従事者（n=2,693）

現在、十分に連携が図られているので、このままでよい 連携が不十分と感じるが、このままでよい

連携が必要と感じるが、連携が図りづらい 連携が不十分なので、もっと連携を図るべきである

連携の必要性を感じない どちらともいえない

その他 わからない

無回答 （単一回答）

経営者・管理者調査より 

いつも意識

している

45.2%ある程度意

識している

44.2%

あまり意識

していない

1.6%

全く意識し

ていない

0.2%

無回答

8.7%

（単一回答）

従事者調査より 
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２ 介護支援専門員の状況について 
 

① 介護支援専門員 年齢・性別 

 

 介護支援専門員の年齢について「50 歳以上 60 歳未満」の割合が最も高く、35.5％となり、50 歳以上

では 56.6％となっています。また、性別では「女性」が 78.0％と約８割となっています。 

  

 

② 主任介護支援専門員資格 

 

主任介護支援専門員の資格を持っている割合は

26.9％となり、持っている方の業務について「介護支

援専門員に対する身近な相談対応」は 74.6％と最も

高く、次いで「支援困難事例への対応」となっていま

す。 

 

 

 

 

 

   

20歳以

上～30

歳未満

0.2%

30歳以上

～40歳未

満

8.4%

40歳以上

～50歳未

満

32.2%
50歳以上

～60歳未

満

35.5%

60歳以上

21.1%

無回答

2.6%

n＝454

（単一回答）

74.6%

60.7%

59.8%

57.4%

46.7%

34.4%

31.1%

28.7%

10.7%

3.3%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

介護支援専門員に対する身近な相談対応

支援困難事例への対応

地域包括支援センターとの連携・協働

地域の介護支援専門員における資質向上に向けた取り組み（事例検…

介護支援専門員への個別指導・同行訪問

医療機関・介護サービス事業者・他職種との連携体制の構築

主任介護支援専門員同士の連携・ネットワークづくり

地域包括ケアの体制づくり、社会資源の把握・開発

特にない

その他

無回答 n＝122

（複数回答）

男性

21.6%

女性

78.0%

無回答

0.4%

n＝454

（単一回答）

持っている

26.9%

持っていな

い

71.4%

無回答

1.7%

n＝454

（単一回答）
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③ ケアマネジメント業務 

 

ケアマネジメント業務を行う上での課題として「制度にまたがる支援調整が難しい（障害・生活困窮など）」

が最も高く 49.6％約半数となっています。また、「介護支援専門員業務以外の事務量が多い」とした課題も

次いで高くなっており、事務量負担軽減が求められています。 

 

 

ケアマネジメント業務の中で、負担を感じていることとして「サービス担当者会議の開催・調整」が最も

高く 31.7％となり、ついで「主治医や医療機関との連絡調整」となっており、関係機関との連絡調整に多く

負担を感じています。 

 

 

49.6%

35.7%

33.7%

23.1%

20.7%

20.5%

18.5%

16.3%

15.0%

10.1%

8.1%

5.5%

4.6%

3.3%

2.9%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

制度にまたがる支援調整が難しい（障害・生活困窮など）

介護支援専門員業務以外の事務量が多い

基準省令、基準条例の解釈が難しい

介護保険外サービスの種類が少ない

医療機関との連携がうまくとれない

経済面での調整が難しい

利用者および家族がサービスの必要性を理解していない

忙しくて利用者の意見、要望を聞き調整する時間が十分取れない

多問題事例のケアマネジメントの方法が分からない

その他

相談できる人が身近にいない

サービス提供事業者に関する情報が少ない

所属事業所の関連事業者のサービスに偏る

認知症ケアの方法が分からない

特にない

無回答 n＝454

（3つまで複数回答）

31.7%

26.7%

24.4%

21.1%

17.6%

13.7%

13.0%

13.0%

12.1%

12.1%

10.4%

9.3%

7.7%

7.5%

6.6%

2.6%

2.0%

2.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

サービス担当者会議の開催・調整

主治医や医療機関との連絡調整

利用者や事業者の苦情対応

公休日の相談対応

ケアプランの交付（書類の作成など）

その他

課題分析（アセスメント）のための訪問・面接など

担当件数を多く抱えている

夜間や休日対応の当番

制度についての説明

利用者や家族に対する業務内容の説明と同意

モニタリングのための訪問・面接など

介護報酬請求業務

所属事業所内の相談協力体制が整っていない

特にない

ケアプラン原案に対する利用者・家族の合意

要介護認定などの申請代行

無回答 n＝454

（3つまで複数回答）
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ケアマネジメント業務以外に、担当利用者に対し行っている支援として「受診同行」が最も高く 65.6％と

なり、「緊急入院した場合の対応・手続き」「介護保険以外の各種申請（給付金など）」といった手続き、申請

業務を支援している割合も高くなっています。 

 

 

④ ケアプラン作成 

 

ケアプランの作成にあたり、優先していることとして「本人の意向」は 88.8％と最も高く、次いで「家族

の意向」「QOLの維持向上」となっています。また、「利用者の自立」は 31.5％となっています。 

   

65.6%

45.2%

42.5%

32.6%

30.8%

27.8%

26.0%

23.3%

22.5%

22.5%

16.7%

9.0%

5.7%

1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

受診同行

緊急入院した場合の対応・手続き

介護保険以外の各種申請（給付金など）

利用者以外の家族に対する支援

救急車への同乗

徘徊時の捜索、捜索依頼等の対応

薬局への処方箋の提出、受け取り

受診への送迎

介護サービスで対応できない家事

金銭に関すること

介護サービス以外の利用時の立会い

行っていない

その他

無回答 n＝454

（複数回答）

88.8%

50.2%

39.0%

31.5%

26.7%

26.7%

19.6%

10.6%

3.3%

1.8%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

本人の意向

家族の意向

ＱＯＬの維持向上

利用者の自立

ＡＤＬの維持向上

家族等の介護負担の軽減

健康管理

金銭面

社会性

その他

無回答 n＝454

（優先度が高い3つまで複数回答）
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「自立支援」「重度化防止」に向けたケアプランの作成について、主にどういったことを意識してケアプラ

ンの作成を行っているかについて「能力はあっても自ら行わない利用者へ、自立を促すようなはたらきかけ

を行っている」が最も高く 63.8％となっています。 

 

 

インフォーマルサービスや地域の互助活動をプランに盛り込んでいるかについては、「必ず盛り込んでいる」

「できるだけ盛り込んでいる」割合が 55.1％、「積極的には盛り込んでいない」「盛り込んでいない」割合が

43.2％となっています。 

 

 

⑤ 医療と介護の連携 

 

医療と介護の連携について、「連携が必要と感じるが、連携が図りづらい」割合が最も高く 50.0％となっ

ています。 

   

63.8%

54.0%

38.8%

35.5%

26.7%

3.6%

1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

能力はあっても自ら行わない利用者へ、自立を促すようなはたらきか
けを行っている

意欲低下のみられる利用者から、具体的な目標を引き出すようにして
いる

求めに応じた支援ではなく、必要性に応じた支援をする制度であるこ
とを説明し、自立に向けての意識付けを行っている

現状に満足するのではなく、自ら改善していきたいと思うような意識
付けを行っている

設定した目標について、利用者自身に達成度を確認するなどの意識付
けを行っている

その他

無回答 n＝420

（複数回答）

5.3% 49.8% 34.6% 8.6% 1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

必ず盛り込んでいる できるだけ盛り込んでいる 積極的には盛り込んでいない 盛り込んでいない 無回答 n＝420

（単一回答）

18.5% 6.4% 50.0% 11.7% 0.2%6.4%1.8%3.1%2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在、十分に連携が図られているので、このままでよい 連携が不十分と感じるが、このままでよい

連携が必要と感じるが、連携が図りづらい 連携が不十分なので、もっと連携を図るべきである

連携の必要性を感じない どちらともいえない

その他 わからない

無回答

n＝420

（単一回答）
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また、医療と介護の連携を図るために、課題と感じていることについては「医療・看護従事者に対する介

護事業に関する研修による知識、理解の向上」「介護従事者に対する医療・看護事業に関する研修による知

識、理解の向上」となり、医療と介護相互での知識、理解の向上が求められています。 

 

 

⑥ 介護支援専門員 松戸市への要望 

 

介護支援専門員として、松戸市に対して望むことについて、「介護保険に関する最新・適切な情報提供」

が最も高く、ついで「事務手続きの簡略化」となっており。これらについては半数の介護支援専門員が要望

として挙げています。 

 

31.3%

31.3%

28.6%

20.9%

17.8%

17.4%

17.0%

15.9%

11.7%

11.0%

9.7%

8.1%

6.6%

6.2%

4.2%

3.5%

2.9%

2.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

医療・看護従事者に対する介護事業に関する研修による知識、理解…

主治医との連携、相談体制の充実

介護従事者に対する医療・看護事業に関する研修による知識、理解…

介護従事者の医療従事者への相談体制（ケアマネタイム等）の周…

２４時間３６５日のサービス供給体制の構築に向けた夜間、休日及…

退院支援の充実

在宅医療を含めた市内医療体制の把握

医療と介護の情報共有システム（連携シートやシステム）の構築

市内の病院との連携

在宅医療に対応できる医師や看護師等の育成

医療従事者のケースカンファレンス（事例検討）への参加の促進

在宅医療・在宅看取りについての市民への普及啓発

在宅医療を提供する医療機関（診療所・歯科診療所）や薬局・訪問…

市内の医療機関（診療所・歯科診療所）との連携

その他

薬局との連携

市外の病院・医療機関との連携

わからない
n＝454

（3つまで複数回答）

52.2%

49.3%

29.1%

26.9%

17.6%

15.2%

15.0%

14.8%

13.0%

12.6%

7.7%

5.9%

4.0%

2.4%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

介護保険に関する最新・適切な情報提供

事務手続きの簡略化

処遇困難者への対応

スキルアップ（育成）のための研修の支援

地域包括支援センターの対応力向上

医療介護連携への支援

市民への自立支援や適正なサービス利用についての啓発

給付管理等に関する相談体制の充実

多職種連携への支援

介護予防・日常生活支援総合事業のサービスの見直し

ボランティアの育成

認知症に関する啓発

その他

事業所への指導・監査の徹底

無回答
n＝454

（3つまで複数回答）
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Ⅱ. 町会・自治会等調査 

 

１ 町会・自治会等の取り組みについて 
 

① 地域づくり 

  

日頃、町会等が主体となって、行っている活動として「防災・防犯」が最も高く 61.9％となり、ついで「見

守り活動・声かけ活動」となっています。 

 

 

 また、今後の町会等の活動において、どのような方に特に企画・運営に関わっていただきたいかについて、

「現役世代（20～64 歳）」が最も高くなるとともに、次いで「高齢者（65 歳以上）」に特に企画・運営に

関わっていただきたいとなっています。 

   

61.9%

38.6%

23.6%

18.9%

13.6%

12.2%

5.1%

4.6%

1.2%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

防災・防犯

見守り活動・声かけ活動

居場所づくり（高齢者、子ども、障害者等）

多世代交流

生活支援（ごみ出し、洗濯、買い物等）

特に行っていない

その他

無回答

移送・送迎

無効回答 n＝433

（複数回答）

73.2%

46.9%

24.7%

21.9%

13.2%

9.2%

8.8%

4.8%

3.7%

2.1%

1.6%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

現役世代（20～64歳）

高齢者（65歳以上）

児童・生徒（小～高校生）

ボランティア

学生（大学生・専門学生）

無回答

高齢者いきいき安心センター

企業・事業者等

その他

NPO

障害者

妊婦 n＝433

（3つまで複数回答）
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地域住民が住み慣れた地域で、地域から離れることなく住み続けられるようにするには、町会等を中心に

どのようにしていくことが重要であるかについて、「自然災害に対して強い地域である」が最も高く 63.5％

となり、次いで「行きやすく、誰もが利用できる緑地や公共スペースがある」が 46.4％となっています。 

 

 

② 通いの場 

  

町会等が主体で開催している通いの場の数について「1か所」は 61.9％となり、一か所以上は 86.4％と

なっています。 

 

 

 また、通いの場の活動内容として「茶話会」が最も高く 64.6％、次いで「体操」が 46.5％となっていま

す。 

 

63.5%

46.4%

29.1%

21.7%

18.9%

15.9%

13.6%

11.1%

8.5%

7.2%

5.3%

4.2%

3.7%

3.2%

2.3%

0.5%

0.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

自然災害に対して強い地域である

行きやすく、誰もが利用できる緑地や公共スペースがある

すべての人が経済的に困らない状態である

交通事故がない

あらゆるところで暴力がない

すべての人が働きがいのある仕事に就ける

地域に緑（植物）が多い

貧困状態にある人を減らす

質の高い教育を受けられる

無回答

性別に関する差別がない

スマートフォン等でいつでもインターネットにアクセスできる

その他

様々な事が省エネルギーで行うことができる

個人や地域の活動により川が汚れない

食品ロスが少ない

常に栄養のある食事を摂ることができる
n＝433

（3つまで複数回答）

13.6% 61.9% 21.1% 1.4%1.4%0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0か所 1か所 2～4か所 5～7か所 8～10か所 10か所以上
n＝127

64.6%

46.5%

42.5%

38.6%

22.8%

20.5%

18.1%

11.0%

11.0%

4.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

茶話会

体操

ゲーム

音楽

手工芸

その他

脳トレ

室内スポーツ

ボランティア

無回答 n＝127

（複数回答）
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② 松戸市避難行動要支援者名簿 

  

松戸市避難行動要支援者名簿のことを何によって知ったかについて、「松戸市からの通知文書」が最も高く

67.3％と約 7割となっています。 

 

 

町会等として避難行動要支援者に対する避難行動が必要になった場合の対応について、どのような支援を

行うかの取り決めについて「取り決めをしている」「ある程度取り決めをしている」割合は 24.3％にとどま

っています。 

 

 

町会等として避難行動要支援者に対する避難行動が必要になった場合の対応のため、訓練を行っているか

について「行っていない」割合が最も高く 66.0％となっています。 

   

67.3%

22.7%

21.6%

19.4%

9.7%

3.6%

3.6%

2.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

松戸市からの通知文書

町会等の回覧・ポスター

広報まつど

名簿を知らない

松戸市ホームページ

講演会・説明会等

近隣住民との情報共有

その他 n＝278

（複数回答）

8.1% 16.2% 29.1% 46.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り決めをしている ある程度取り決めをしている あまり取り決めをしていない 全く取り決めをしていない
n＝247

（単一回答）

14.6% 3.2% 16.2% 66.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年１回以上行っている 数年に一回行っている 今後行う予定 行っていない
n＝278 

（単一回答） 
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Ⅲ. 待機者調査 

 

１ 入所予定者の状況 
 

① 入所予定者の状況 

  

ご本人（入所予定者）に、認知症と思われる症状がある

かについて、「ある」方の割合は 71.8％と約 7割となっ

ています。また、認知症状の程度について、「日常生活に

大きな差し障りがあり、常に介護を必要とする」方の割合

が 55.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご本人（入所予定者）の現在の生活場所について、「自宅」は 33.9％、次いで「介護老人保健施設（老人

保健施設）」は 26.0％となっています。 

 

5.9% 12.1% 18.6% 55.2% 5.2%3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何らかの症状はあるが、日常生活はほぼ自分でできる

日常生活に多少差し障りがあるが、誰かが注意していれば自分で行動できる

日常生活に差し障りがあり、時々介護を必要とする

日常生活に大きな差し障りがあり、常に介護を必要とする

非常に症状が重く、専門的な医療を必要とする

無回答

33.9%

26.0%

8.9%

7.9%

5.7%

4.7%

2.7%

2.5%

1.5%

0.7%

0.0%

5.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

自宅

介護老人保健施設（老人保健施設）

介護付き有料老人ホーム

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

その他

医療機関

サービス付き高齢者向け住宅

住宅型有料老人ホーム

介護医療院

ケアハウス

何の施設かわからない

無回答

ある

71.8%

ない

16.8%

わからな

い

9.2%

無回答

2.2%

n＝404 

（単一回答） 

n＝290 

（単一回答） 

n＝404 

（単一回答） 
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ご本人（入所予定者）の介護保険サービス利用状況につ

いて「利用している」方の割合は 88.6％と約 9 割とな

り、利用している介護サービスについて「福祉用具貸与」

「短期入所（ショートステイ）」が最も高く、次いで「老

人保健施設」となっています。 

 

 

 

 

 

 

② 特別養護老人ホームの入所申込み 

  

特別養護老人ホームの入所を初めて申込んだ時期について、「半年以内」「半年以上前～１年以内」はそれ

ぞれ 13.9％、21.0％となり、あわせて 34.9％となっています。 

  

 

28.5%

28.5%

27.7%

19.8%

14.2%

13.7%

12.6%

11.2%

10.3%

10.3%

8.1%

7.8%

6.7%

6.7%

3.9%

3.4%

2.0%

2.0%

1.4%

1.4%

1.1%

3.1%

2.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

短期入所（ショートステイ）

福祉用具貸与

介護老人保健施設入所中

通所介護（通所型サービス）

医師による療養上の指導（居宅療養管理指導）

訪問介護（訪問型サービス）

通所リハビリテーション（デイケア）

歯科医師や歯科衛生士による療養上の指導

訪問看護

グループホーム入居中

介護付き有料老人ホーム入居中

福祉用具購入

薬剤師による療養上の指導（居宅療養管理指導）

住宅改修

訪問リハビリテーション

訪問入浴介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

介護療養型医療施設入院中

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護

その他

無回答 n＝358

（複数回答）

13.9% 21.0% 20.5% 16.6% 10.6% 9.4% 7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

半年以内 半年以上前～１年以内 １年以上前～２年以内 ２年以上前～３年以内 ３年以上前～５年以内 ５年以上前 無回答

n＝404 
（単一回答） 

利用して

いる

88.6%

利用して

いない

5.4%

無回答

5.9%

n＝404

（単一回答）
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特別養護老人ホームに申込んだ主な理由のうち、本人の状態等を踏まえた理由について「必要な身体介護

が多くなりすぎたから」が最も高く 54.2％となっています。 

 

 

どちらの地域の特別養護老人ホームへの入所を希望するかについて「（本人又は介護者等の）現在の住まい

の近くにある施設だけを希望する」が 49.8％と約半数となっています。 

 

 

特別養護老人ホームへ入所したい時期について「今すぐ入所したい」方が 36.6％となる一方、「３ヶ月か

ら半年先に入所したい」「半年から１年先に入所したい」「当面は入所しなくてよいが、必要になったときに

入所したい」方が 45.3％となっています。 

 

 また、3か月から先、当面は入所しなくてよいと回答した理由については、「当面、自宅で生活を続けられ

るため」が 34.4％と最も高くなっています。 

 

54.2%

40.8%

39.6%

17.3%

4.0%

9.4%

10.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

必要な身体介護が多くなりすぎたから

必要な生活支援が多くなりすぎたから

認知症の症状が悪化したから

医療的ケア･医療処置の必要性が高まったから

本人の状態等に属する理由は特にない

その他

無回答 n＝404

（複数回答）

49.8%

27.5%

6.9%

3.0%

12.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

（本人又は介護者等の）現在の住まいの近くにある施設だけを希望す

る

松戸市内の施設であればどこでもかまわない

近隣市区（葛飾区や三郷市を含む）の施設であればどこでもかまわな

い

どこの施設でもかまわない

無回答 n＝404

（単一回答）

36.6% 6.9% 6.9% 31.4% 3.5% 14.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今すぐ入所したい ３ヶ月から半年先に入所したい

半年から１年先に入所したい 当面は入所しなくてよいが、必要になったときに入所したい

その他 無回答
n＝404

（単一回答）

34.4%

23.5%

13.7%

7.7%

5.5%

3.8%

4.9%

6.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

当面、自宅で生活を続けられるため

介護老人保健施設に入所している、または入所予定のため

有料老人ホーム・軽費老人ホーム（ケアハウス含む）・グループ…

本人（入所予定者）が拒否しているため

医療機関に入院中、または入院予定のため

家族（または親族）の意見が分かれているため

その他

無回答 n＝183

（単一回答）



 

21 

 

施設での生活を選んだ主な理由のうち、主に家族等介護者の意向・負担等に属する理由については「介護

者の介護に係る不安や負担が大きくなったから」が最も高く 61.1％となり、次いで「家族等による介護の技

術では対応が困難になったから」となっています。また、「介護者が高齢になったから」も 38.9％と高くな

っています。 

 

 

③ 特別養護老人ホーム入所の優先順位 

  

今後、入所基準で優先すべき事項について「介護者の高齢化」が最も高く 32.7％となっています。 

 

 

④ 今後の生活 

  

特別養護老人ホームへの入所以外で対応できる介護サービスがあれば入所希望について再検討する可能性

について、33.4％の方が「ある」と回答しています。 

 

61.1%

45.0%

38.9%

22.3%

17.1%

14.6%

12.4%

9.4%

6.7%

6.9%

3.2%

11.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

介護者の介護に係る不安や負担が大きくなったから

家族等による介護の技術では対応が困難になったから

介護者が高齢になったから

家族等の就労継続が困難になりはじめたから

費用負担が重くなったから

介護者が病気により療養が必要になったから

本人と家族等の関係性に課題があったから

他者から勧められたから

介護者が、在宅での介護サービスを望まなくなったから

その他

家族等介護者の意向・負担等に属する理由は特にない

無回答
n＝404

（複数回答）

32.7%

27.0%

16.1%

1.5%

1.0%

5.7%

16.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

介護者の高齢化

要介護度

認知症の度合い

介護者が子育て中であること（ダブルケア）

介護者が18歳未満であること（ヤングケア）

その他

無回答

33.4% 55.2% 11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

n＝404

（単一回答）

n＝404 
（単一回答） 




